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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
３相線路同期発電機の正しい位相整合を決定する方法であって、前記線路同期発電機が、
励磁機固定子と励磁機回転子を有する励磁機段であって、前記励磁機固定子と励磁機回転
子のうちの一方が１次巻線を有し前記励磁機固定子と励磁機回転子のうちの他方が第１、
第２及び第３の２次相巻線を有する励磁機段と、発電機回転子と発電機固定子を有する発
電機段であって、前記発電機固定子と発電機回転子の一方が１次巻線を有し前記発電機固
定子と発電機回転子のうちの他方が第１、第２及び第３の２次相巻線を有する発電機段と
を備えるものにおいて、前記方法は、
前記励磁機及び発電機段の前記１次巻線をＶｍに等しい線路電圧を有する３相交流電源に
接続するステップと、
前記励磁機段の前記第１の２次相巻線を前記発電機段の前記第１の２次相巻線に接続する
ステップと、
前記励磁機段の前記第２の２次相巻線と前記発電機段の前記第２の２次相巻線の間の電圧
がほぼ２Ｖｍに等しいことを確認するステップと、
前記励磁機段の前記第３の２次相巻線と前記発電機段の前記第３の２次相巻線の間の電圧
がほぼ２Ｖｍに等しいことを確認するステップと、
前記励磁機段の前記第２の２次相巻線を前記発電機段の前記第２の２次相巻線に接続する
ステップと、
前記励磁機段の前記第３の２次相巻線を前記発電機段の前記第３の２次相巻線に接続する
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ステップ、
の各ステップを含む、３相線路同期発電機の正しい位相整合を決定する方法。
【請求項２】
さらに、前記励磁機段の前記第２の２次相巻線と前記発電機段の前記第３の２次相巻線の
間の電圧がほぼ√３Ｖｍに等しいことを確認するステップと、前記励磁機段の前記第３の
２次相巻線と前記発電機段の前記第２の２次相巻線の間の電圧がほぼ√３Ｖｍに等しいこ
とを確認するステップとを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
前記励磁機段の前記２次巻線が前記励磁機回転子に巻かれ、前記発電機段の前記２次巻線
が前記発電機回転子に巻かれる、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
前記励磁機段の前記２次巻線が前記励磁機固定子に巻かれ、前記発電機段の前記２次巻線
が前記発電機固定子に巻かれる、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
さらに、前記励磁機段の前記第２の２次相巻線と前記発電機段の前記第２の２次相巻線の
間の電圧を確認し前記励磁機段の前記第３の２次相巻線と前記発電機段の前記第３の２次
相巻線の間の電圧を確認する前に、前記励磁機固定子、励磁機回転子、発電機固定子及び
発電機回転子の１つを軸上で回転させるステップを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
さらに、前記励磁機及び発電機段の前記１次巻線における同じ位相順序を確認するステッ
プを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
線路同期発電機であって、
外部電源によって回転を進めるように配置され、各々交流電源に接続する巻線を有する１
組の極を備える励磁機回転子と、
各々巻線を有する１組の極を有する励磁機固定子であって、前記励磁機回転子が前記励磁
機固定子の内部で回転するよう設置される励磁機固定子と、
前記励磁機回転子と共に回転するよう設置された発電機回転子であって、前記発電機回転
子が、各々前記交流電源に接続する巻線を有する１組の極を有する発電機回転子と、
前記発電機回転子が中で回転するように設置された内部を有する発電機固定子であって、
前記発電機固定子が、前記励磁機及び発電機回転子の回転によって誘導された電気的周波
数を相殺するために、前記励磁機極の組み合わせの対応する巻線に逆に接続された巻線を
各々有する１組の極を有する発電機固定子と、前記励磁機及び固定子回転子と共に回転す
るよう接続された冗長回転子と、前記冗長回転子が中で回転するように設置された内部を
有する冗長固定子と、を備え、前記冗長固定子が、前記励磁機固定子及び発電機固定子の
１つに逆に接続される巻線を各々有する１組の極を有する、線路同期発電機。
【発明の詳細な説明】
関連出願の相互参照
本出願は、「線路同期発電機を補償する方法と装置」と題された１９９７年２月７日出願
の同時係属仮出願第６０／０３７，７２３号に対して米国特許法第１１９（ｅ）条により
優先権を主張するものであり、その記載内容は参照文献としてそのまま本出願に組み込ま
れる。
技術分野
本発明は一般に発電機に関し、特に交流電源を基準とする改良型誘導発電機に関する。
背景技術
最近、化石燃料の不足とそれを使用することの環境に対する結果によって、局所的に発電
した電力を公共送電線網に載せるための様々な提案がなされている。種々の再生可能な燃
料資源が調査されている。理想的な代替エネルギー源は環境に有害な影響を与えず、低い
費用で高品質の燃料となるものである。代替エネルギー源の一般的な例は風力、水力、炭
化水素ガス再利用、太陽光、地熱及び廃熱再利用である。こうした燃料資源はそれぞれ発
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電機と組み合わされる。
この様な燃料資源を利用することの困難さは燃料自体の品質にある。例えば、風速の変化
によって、従来の同期または誘導発電機用の安定で一定した燃料源としての風力機械の有
用性は厳しく制限される。これは従来の発電機が特定の速度範囲内で動作する時しか有用
な電力を供給できないためである。その結果、風力機械は二重巻線交流発電機か、適当な
発電機速度を提供する精巧なプロペラ・ピッチ制御及び機械式駆動システムを使用しなけ
ればならない。しかし、実際に使用するためには、二重給電システムは適当な回転子励磁
を提供し、一定の固定子電圧を維持しなければならないが、これらは容易に達成されない
。高速地熱タービンや低速水車が利用される場合、機械式速度制御、減速または増速装置
を使用して交流発電に適した回転速度を形成しなければならない。この様な種類の機械式
変換装置に伴う効率の損失は燃料源の経済的実行可能性を損ない、一般に動力源に適さな
いものにする。
しかしながら、局所的に発電した電力を公共送電線網に載せるためには正確な位相と周波
数の整合が必要であるため、この様な機械式変換システムによって提供される補償は不可
欠である。従って、装置が自己同期でき、しかも幅広く変化する回転速度に抵抗力があれ
ば、電力を発生する手段としての代替燃料源の使用は大きく増大する。この様な自己同期
回転装置の１つの注目すべき例は、Ｌｅｏ　Ｎｉｃｋｏｌａｄｚｅに対して与えられたい
くつかの特許、特に米国特許第４，７０１，６９１号及び第４，２２９，６８９号におい
て見られ、これらは本出願において、記載されたその通りが援用される。
この様な例は誘導装置自体の中の電気的相殺に依存しており、それによって入力電力のす
べての変化が事実上打ち消される。この様な誘導装置の一実施形態が図１に示される。図
１の誘導発電機には、励磁機段１０と発電機段１２という２つの段が含まれる。励磁機段
１０には、交流電源１６に接続された励磁機固定子１４と、局所電源１９によって回転を
進めるように配置された励磁機回転子１８が含まれる。発電機段１２には、励磁機回転子
１８と共に回転するよう接続された発電機回転子２０と、発電機固定子２２が含まれる。
励磁機回転子１８と発電機回転子２０の巻線は互いに接続されているが、反対方向に巻か
れている。発電機固定子２２は負荷２３に接続される。
動作の際、励磁機回転子１８は励磁機固定子１４によって発生した回転磁界内で局所電源
１９によって回転する。励磁機回転子１８の出力の誘導信号周波数は、局所電源１９の角
速度と交流電源１６の周波数の合計に等しい。発電機回転子２０が発電機固定子２２の中
で回転すると、励磁機回転子１４への逆接続によって局所電源１９によって発生した角速
度が引き算される。その結果は発電機固定子２２の出力の誘導電圧であり、交流電源の周
波数に速度において等しい。
上記のＮｉｃｋｏｌａｄｚｅによる解決法は、公共送電線網の線路周波数のみが発生する
場合の理論的な出力電圧を提供するが、実際には、この様な装置の製造は、三相電源応用
装置の場合、励磁機及び発電機段と巻線の間の正しい位相角整合という困難を伴うことが
多い。これまで、回転子及び固定子要素の物理的な巻線のため、励磁機及び発電機段の位
相角整合が達成できないことが多かった。さらに、装置の中には巻線の位相順序が不適切
なため、まったく動作しないものもあった。この様な問題は、励磁機段と発電機段が互い
に別々に製造される場合さらに顕著になる。
従って、現在、可変軸速度での一定の周波数と電圧出力に帰結する、三相電源応用に対し
て正しい位相角整合をもって製造される三相線路同期発電機の必要が存在している。反対
方向に巻かれているか、または相がキー溝に関してコアの異なった溝で開始される励磁機
と発電器の構成部品についても位相角整合が容易に達成されることが望ましい。
発明の開示
本発明の一実施形態はこの必要性を満足する方法と装置を目的とする。従って、好ましい
実施形態では、励磁機固定子及び励磁機回転子を伴う励磁機段と、発電機固定子及び発電
機回転子を伴う発電機段を有する線路同期発電機が提供される。一実施形態では、固定子
に交流電源に接続する１次巻線が巻かれ、回転子に２次巻線が巻かれている。別の実施形
態では、回転子に交流電源に接続する１次巻線が巻かれ、固定子に２次巻線が巻かれてい
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る。
２次巻線の第１、第２及び第３相巻線の正しい位相角整合は、励磁機及び発電機段の１次
巻線を線路電圧Ｖｍを有する交流電源に接続し、励磁機段の第１の２次相巻線を発電機段
の第１の２次相巻線に接続することで決定される。次に、励磁機段の第２の２次相巻線と
発電機段の第２の２次相巻線の間の電圧がほぼ２Ｖｍであることが確認され、励磁機段の
第３の２次相巻線と発電機段の第３の２次相巻線の間の電圧がほぼ２Ｖｍであることが確
認される。好ましくは、励磁機段の第２の２次相巻線と発電機段の第３の２次相巻線の間
の電圧がほぼ√３Ｖｍであることが確認され、励磁機段の第３の２次相巻線と発電機段の
第２の２次相巻線の間の電圧がほぼ√３Ｖｍであることが確認される。これらの電圧が確
認されると、励磁機段の第２の２次相巻線が発電機段の第２の２次相巻線に接続され、励
磁機段の第３の２次相巻線が発電機段の第３の２次相巻線に接続される。
回転子１次機械の好ましい実施形態では、励磁機回転子が外部電源によって回転を進める
よう配置された線路同期発電機が構成される。励磁機回転子には、各々交流電源に接続す
る巻線を有する１組の極が含まれる。励磁機固定子の内部で回転するよう設置された励磁
機固定子も、各々巻線を有する１組の極を有する。励磁機回転子と共に回転するよう設置
された発電機回転子は、各々交流電源に接続する巻線を有する１組の極を有する。発電機
固定子は発電機回転子が中で回転するように設置された内部を有する。発電機固定子は、
各々励磁機極の組合せの対応する巻線に逆に接続された巻線を有する１組の極を有し、励
磁機及び発電機の回転子の回転によって誘導される電気的周波数を相殺する。
説明した実施形態の魅力的な特徴は、線路同期発電機が軸速度の変化にもかかわらず自己
同期的であることである。さらに、反対方向の巻線や、キー溝に関してコアの異なった溝
で開始される相を伴う励磁機や発電機の構成部品が個別に製造される場合でも、正しい位
相角整合が容易に達成できる。代替動力源のこの経済的に実行可能な解決法は、環境に対
する有害な影響を最小にしつつ、現在のエネルギー不足を解決する大きな可能性を有して
いる。
当業者にとって本発明の他の実施形態は、以下の詳細な説明から明らかである。なお、こ
こで示しかつ説明したものは、本発明を実行するために検討された最上の形態の例示とし
ての、本発明の実施形態に過ぎないことを理解すべきである。本発明は、全ての本発明の
精神と範囲から離れることなく他の異なった実施形態が可能であり、そのいくつかの細部
は様々な他の態様において修正が可能である。従って、図面と詳細な説明はその性質にお
いて例示的であり、制限的であると見做すべきではない。
【図面の簡単な説明】
本発明のこれらおよびその他の特徴、態様及び利点は以下の説明、添付の請求項及び図面
を参照して更によく理解される。
図１は、米国特許第４，７０１，６９１号及び第４，２２９，６８９号で説明されている
誘導発電機の単純化した図である。
図２は、本発明の好ましい実施形態による３相固定子１次線路同期発電機の単純化した図
である。
図３は、本発明の好ましい実施形態による３相回転子１次線路同期発電機の単純化した図
である。
図４は、本発明の好ましい実施形態による冗長線路同期発電機構造の単純化した図である
。
図５Ａ～図５Ｃは、本発明の好ましい実施形態による線路同期発電機の２次巻線間の正し
い位相関係を例示するベクトル図である。
図６Ａ～図６Ｆは、本発明の好ましい実施形態による線路同期発電機の２次巻線間の不適
切な位相関係を例示するベクトル図である。
図７Ａは、試験前の本発明の好ましい実施形態による線路同期発電機の２次巻線を示す図
である。
図７Ｂは、番号を付け替えた端子に正しく接続された時の本発明の好ましい実施形態によ
る線路同期発電機の２次巻線を示す図である。
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図８は、本発明の好ましい実施形態に従って、２次巻線間に接続された補償回路を示す図
である。
図９は、本発明の好ましい実施形態に従って、種々の補償回路に関する出力電力を、回転
子の角回転の関数として例示するグラフである。
図１０は、本発明の好ましい実施形態に従って、励磁機及び発電機段間の位相角に対する
出力電力を、回転子の角回転の関数として例示するグラフである。
図１１は、本発明の好ましい実施形態に従って、１５°の位相角誤りを伴う線路同期発電
機の２次巻線間の正しい位相関係を例示するベクトル図である。
発明を実施するための最良の形態
本発明の好ましい実施形態が図２に示される。３相線路同期発電機には、励磁機段２４と
発電機段２６という２つの段が含まれる。励磁機段２４には３つの電磁極の組合せを有す
る励磁機固定子２８が含まれる。各極の組み合わせは交流電源３０の異なった相に接続さ
れた１次巻線を有する。励磁機固定子２８の内部で回転するよう設置された励磁機回転子
３２にも、各々２次巻線を巻かれた３つの電磁極の組み合わせが含まれる。励磁機固定子
３２は局所電源３３によって回転を進めるよう配置される。
発電機段２６には、発電機固定子３８の内部で発電機回転子３２と共に回転するよう接続
された発電機回転子３４が含まれる。発電機回転子３４にも各々２次巻線を巻かれた３つ
の電磁極の組み合わせが含まれる。発電機回転子の２次巻線は励磁機回転子３２の２次巻
線と逆に接続され、局所電源の角回転によって誘導される周波数の相殺を行う。発電機固
定子３８は交流電源３０に接続される。
本発明のその他の実施形態では、励磁機及び発電機段の回転子が交流電源に接続され、励
磁機及び発電機段の３相巻線が電気的相殺のために接続される。図３を参照すると、局所
電源５３によって回転を進めるよう配置された励磁機回転子５２は、各々１次巻線が交流
電源５４の異なった相に接続された３つの電磁極の組み合わせを有する。励磁機段５６に
も、２次巻線を巻かれた３つの電磁極の組み合わせを伴う励磁機固定子７２が含まれる。
同様に、発電機段６４には、２次巻線を巻かれた３つの電磁極の組み合わせを伴う発電機
固定子７４が含まれる。励磁機固定子７２の２次巻線は発電機固定子７４の２次巻線に逆
に接続され、局所電源の角回転によって誘導される周波数の電気的相殺を行う。励磁機回
転子５２と共に回転するよう接続された発電機回転子７５は、交流電源５４に接続される
。例示のみの目的で、本発明の実施形態は固定子１次機械、すなわち、固定子が交流電源
に接続されたものとして構成された３相線路同期発電機について説明される。しかしなが
ら当業者は、本発明が固定子１次機械に制限されず、すべての説明された実施形態と試験
手順は回転子１次機械、すなわち回転子が交流電源に接続されるものにも等しく適用され
ることを理解するであろう。
図４に示されるように、線路同期発電機は拡張され、冗長構成要素を含むことがある。す
なわち、共通軸８０上の回転子７８と固定子７６を備える第３冗長段は接続されないまま
である。励磁機または発電機段が故障した場合、端子Ｔ００１、Ｔ００２及びＴ００３が
端子Ｔ１、Ｔ２及びＴ３またはＴ０１、Ｔ０２及びＴ０３の代わりに接続される。
発電機の動作を図２を参照して説明する。固定子１次機械の場合、励磁機固定子２８は、
交流電源３０の周波数に等しい角速度の回転磁界を生じる交流電源３０によって励磁され
る。励磁機回転子３２は、励磁機固定子２８によって生じた回転磁界の中で局所電源３３
によって回転する。励磁機回転子３２の出力の誘導信号周波数は、局所電源３３の角速度
と交流電源３０の周波数の合計に等しい。発電機回転子３４が発電機固定子３８の中で回
転すると、励磁機回転子３２への逆接続によって、局所電源３３によって生じた角速度が
引き算される。その結果、発電機固定子３８の出力の誘導電圧は、交流電源の周波数に速
度が等しくなる。すなわち、本発明の実施形態による多極発電機の場合同期速度以上の何
れの角速度においても、電圧出力は、発電機が接続された電源と同じ周波数を有する。同
期速度以下では、電力は生成されるよりもむしろ消費される。
この理論的な解決法は、３相線路同期発電機の出力周波数に対する軸速度変化の影響の問
題を解決するが、最適な出力性能は、励磁機及び発電機段２４、２６間の正しい位相整合
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によってのみ達成できる。この接続は、まず励磁機段の１次巻線が発電機段の１次巻線と
同じ位相順序を有することを保証し、次に励磁機及び発電機段の２次巻線を逆に接続する
ことで達成される。
励磁機及び発電機段が互いに個別に製造される結果、１次巻線間の正しい接続を決定し、
線路同期発電機の各段が同じ位相順序を有することを保証することが重要である。この決
定は多くの方法でなされる。例えば、固定子１次機械の場合、小さな３相電動機を回転子
巻線に加えられた電力によって固定子巻線から駆動する。電動機が励磁機固定子巻線と発
電機固定子巻線の両方から同じ回転方向に駆動される時、固定子巻線の正しい位相順序が
生じる。正しい位相順序を得る別の方法には、位相回転計によるものや、この技術分野で
周知の試験技術によるＹ字形に接続された２つのランプと交流コンデンサによるものがあ
る。
正しい位相順序が確立されると、固定子巻線は交流電源の対応する相に接続される。次に
回転子巻線間の正しい位相角が相互接続処理によって確立される。回転子軸の角速度によ
って誘導される周波数の電気的相殺を得るために、各励磁機回転子巻線の角回転によって
誘導される電圧が、接続先の発電機回転子巻線中に誘導される電圧と等しいが反対の極性
を有するように、回転子巻線を接続しなければならない。
ベクトル図は、第２巻線間の相互接続を確認する方法を例示する有益な装置を提供する。
図５及び図６に示されるように、回転子巻線間の３つの可能な相互接続だけが、図５Ａ～
図５Ｃに示されるような各２次巻線接続間の１８０°位相シフトに帰結し、各励磁機回転
子巻線が対応する発電機回転子巻線に対して１８０°シフトされる。例えば、図５Ｂを検
討されたい。接続された端子間の次の位相角が容易に確認される。
Ｔ０３＝０°かつＴ３＝１８０°；Δ１８０°
Ｔ０１＝１２０°かつＴ１＝３００°；Δ１８０°；および
Ｔ０２＝２４０°かつＴ２＝６０°；Δ１８０°
同じ位相関係が、図５Ａ及び図５Ｃのベクトル図によって示される２次接続についても言
える。
それと対照的に、回転子の角回転によって誘導される周波数の電気的相殺を行わない６つ
の可能な相互接続が存在する。これら６つの正しくない接続が図６Ａ～図６Ｆのベクトル
図によって示される。これらの図の各々に示されるように、励磁機回転子と発電機回転子
の間の接続の各組み合わせは同じ電圧を有するだけでなく、同じ位相を有する。一例とし
て図６Ａを参照すると、この関係が容易に示される。
Ｔ０１＝３００°かつＴ１＝３００°；Δ０°
Ｔ０２＝６０°かつＴ２＝６０°；Δ０°；および
Ｔ０３＝１８０°かつＴ３＝１８０°；Δ０°
この様なベクトル図は製造工程中に回転子巻線間の正しい相互接続を決定する試験パラメ
ータを確立する場合にも有益である。図５Ａ～図５Ｃの各ベクトル図に共通して、３相巻
線の１つの励磁機回転子巻線を１つの発電機回転子巻線に接続すると、残りの開巻線間の
電圧は、２組の２倍の線路電圧（２Ｖｍ）と２組の√３倍の線路電圧（√３Ｖｍ）からな
るが、これは位相間の幾何学的関係によって証明される。例えば、図５Ｂの開巻線に誘導
される電圧は次の通りである。
Ｔ２－Ｔ０２＝２Ｖｍ
Ｔ３－Ｔ０３＝２Ｖｍ
Ｔ２－Ｔ０３＝√３Ｖｍ
Ｔ３－Ｔ０２＝√３Ｖｍ
ベクトルは空間中の指定された長さと方向を有するので、これらの結果は普通の定規によ
って照合できる。
ベクトル図は数学的に確認できる。古典的電気理論によれば、電圧が誘導発電機の１次巻
線に印加される時、電圧は開回路２次巻線に誘導される。Ｙ字形接続３相巻線は１２０°
変位した各相を有する。開回路２次端子の誘導電圧は平衡する。位相試験のため、ジャン
パ線が各２次巻線の１つの端子を相互接続する。図５Ｂでは、これは端子Ｔ１と端子Ｔ０
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１である。１次巻線に印加された電圧によって、残りの開回路２次電圧が測定される。図
５Ａの場合、これは次の通りである。
Ｔ２－Ｔ０２
Ｔ３－Ｔ０３
Ｔ２－Ｔ０３
Ｔ３－Ｔ０２
図５Ａから容易に理解される様に、Ｔ２－Ｔ０１間の２次電圧は線路電圧である。またＴ
１－Ｔ０２間の電圧も線路電圧である。従って、Ｔ２－Ｔ０２間の電圧は線路電圧の２倍
である。同じことがＴ３－Ｔ０３にも言える。
Ｔ２－Ｔ０３間の電圧は、辺Ｔ１－Ｔ０３、Ｔ０１－Ｔ２及びＴ２－Ｔ０３によって定義
される斜三角形の合成力である。正しく整合されると、古典的３相電気理論によって図５
Ｂに示されるような角度が特定される。Ｔ２－Ｔ０３間の合成電圧は次の通りである。

正しく整合した場合、

同じことがＴ３－Ｔ０２間の電圧についても言える。従って、正しく整合した場合、電圧
は１組の端子が線路電圧の２倍となり１組の端子が線路電圧の√３倍となる。
これらのベクトル図から収集された知識によって、生産歩留まりを向上しつつ製造費用を
大きく低減する、回転子巻線を相互接続する方法論が確認できる。すなわち、固定子１次
機械において正しい相互接続を決定する方法には、１組の回転子巻線を接続した後、回転
子巻線間の電圧がほぼ同一な残りの２つの組み合わせを発見することが必要である。
図７Ａを参照すると、試験用に準備された２次巻線が示される。励磁機及び発電機固定子
が交流電源に接続される。２組の回転子巻線の巻数、ピッチ、線寸法、接続等が同様であ
れば、誘導される線路電圧は等しいはずである。この例では、相間電圧は９０ボルトであ
る。接続は図示されるようなＹ字形（星形）、または三角形または１対１である。試験測
定値を得るために、各回転子巻線からの端子は接続ジャンパによって接合される。
１次側または２次側のどちらかが回転子または固定子であるが、それらは必ず同じ部分で
ある。すなわち、同期発電機の半分が回転子１次機械として構成されている場合、同期発
電機の他の半分も回転子１次機械として構成されなければならない。
図５及び図６のベクトル図によって定義されるように、２組のほぼ同一の電圧が必ず発見
される。線路電圧が９０ボルトの場合、試験の際に次の値が得られなければならない。
１つの電圧の組み合わせについて、２（９０）＝１８０ボルト
もう１つの電圧の組み合わせについて、√３（９０）＝１５６ボルト
試験を行うために、各回転子巻線の端子を接続するジャンパ線が配置される。この例では
、ジャンパ線はまずＴ１とＴ０１の間に配置され、試験によって次の電圧が得られた。
Ｔ２－Ｔ０２＝１５６ボルト
Ｔ２－Ｔ０３＝９０ボルト
Ｔ３－Ｔ０２＝１８０ボルト
Ｔ３－Ｔ０３＝１５６ボルト
これらの測定電圧は、回転子巻線の不適切な相互接続を示す図６Ａ～図６Ｆと一致する。
次にジャンパ線を取り外し別の端子の組み合わせ間に配置する。この例では、ジャンパ線
は次にＴ２とＴ０１の間に配置され、試験によって次の電圧が得られた。
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Ｔ１－Ｔ０２＝１５６ボルト
Ｔ１－Ｔ０３＝１８０ボルト
Ｔ３－Ｔ０２＝１８０ボルト
Ｔ３－Ｔ０３＝１５６ボルト
この結果は図５Ａ～図５Ｃと一致し、回転子巻線の正しい相互接続を確認する。ベクトル
図５Ａ～５Ｃから、２Ｖｍすなわち１８０ボルトの電圧を有する回転子巻線を一緒に接続
すべきことが分かる。回転子巻線の正しい相互接続は図７Ｂに示されており、Ｔ１がＴ０
３に接続され、Ｔ３がＴ０２に接続される。好ましくは端子は番号を付け替えられる。
回転子巻線間の正しい位相角が確立されると、３相巻線の各組合わせの間に電気的補償が
挿入される。すなわち、抵抗とコンデンサが対応する巻線間に挿入され、励磁機及び発電
機段間の連続的な位相角調整の必要なしに装置の動的動作範囲を拡大する。また、電気的
補償は固定子の１次巻線に挿入されることもある。
図８を参照すると、回転子巻線間に挿入された補償抵抗の影響によって動作範囲が拡大さ
れより高い動作速度が可能になる。この例では、補償ネットワーク７６、７８及び８０は
上記で説明された巻線相互接続に作用する。ネットワーク７６にはコンデンサ８４と並列
の抵抗８２が含まれ、ネットワーク７８はコンデンサ９０と並列に接続された抵抗８８を
備えており、ネットワーク８０はコンデンサ９６と並列に接続された抵抗９４を備えてい
る。抵抗８２、８８及び９４の抵抗値を約０オームから約５．８オームまで増大すること
で、力率及び電力効率両方の比で表されるダイナミックレンジが大きく増大する。
図９は、あつらえ向きの応用に対して望ましい結果を達成するために抵抗を使用する装置
の拡大された範囲を示す。１５ｋＷ、４極、６０Ｈｚ３相線路同期発電機について出力曲
線が示される。
３相線路同期発電機の性能を最適化するもう１つの重要なパラメータは発電機及び励磁機
段間の位相角である。本発明の好ましい実施形態では、励磁機固定子、励磁機発電機、発
電機回転子または発電機固定子の角度位置を進めたり遅らせたりして性能を最適化するこ
とができる。最適負荷は励磁機位相角と回転子の回転数の関数である。回転数が増大して
「同期速度」よりかなり高くなると、最大発電機負荷を満たすために必要な位相角範囲は
かなり狭くなる。すなわち、発電機段に対する励磁機段の位相角の操作を通じて、負荷に
対する完全な制御が達成される。可変速度原動機を使用する場合、十分な位相角最適化を
提供するためには、応答性に優れた正確な装置を利用しなければならない。
図１０は、様々な位相角で、７５馬力直流可変速度原動機に結合された６極、２５ｋＷ、
４８０ボルト、６０Ｈｚ固定子１次機械の出力電力を例示する。出力電力は、励磁機及び
発電機磁界間の４つの異なった移動角度で示さる。
好ましい実施形態では、発電機固定子磁界はタップを付けられ、制御機構によって交流電
源周波数と比較されてサーボモータに位相誤り信号を提供する。このサーボモータは励磁
機固定子を位置決めし、軸速度の変化の結果生じる位相差の関数である発電機負荷を最適
化する。サーボモータとその制御機構の精度と応答は発電機負荷の最適化にとって極めて
重要である。サーボモータ制御技術は十分に進歩しているので、事実上すべての発電応用
装置において正確な励磁機誘導補償が提供できる。
また、回転子巻線の相互接続処理中に位相角が設定されることもある。図１１を参照する
と、電気的相殺を行うよう正しく相互接続されているが、励磁機及び発電機段間の１５°
の位相角不整合を伴う回転子巻線の位相関係を表すベクトル図が示される。図１０で表さ
れる試験が行われ、Ｔ１がＴ０１に接続される。次の試験結果が得られる。
Ｔ２－Ｔ０２＝１７８ボルト
Ｔ２－Ｔ０３＝１４３ボルト
Ｔ３－Ｔ０２＝１６６ボルト
Ｔ３－Ｔ０３＝１７８ボルト
端子Ｔ２－Ｔ０２及びＴ３－Ｔ０３間の電圧は各々１７８ボルトであるが、これは必要な
組み合わせの電圧を満足する１８０ボルトに十分近い。しかし、他の端子間の電圧は第２
の必要な組み合わせを満足する１５６ボルトには十分近くない。しかし、電圧を平均する
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と、結果は１５５ボルトであり望ましい電圧に近い。これは励磁機段と発電機段の間の位
相角が不適切であることを示す。この場合、Ｔ２及びＴ０３間の電圧とＴ３及びＴ０２間
の電圧が各々１５５ボルトになるまで、励磁機固定子、励磁機回転子、発電機固定子また
は発電機回転子の何れかを軸上で物理的に回転させることができる。この場合、図８のベ
クトル図から、１５°の電気的位相シフトが最適な性能に帰結することが見られる。
また、励磁機回転子、励磁機固定子、発電機回転子または発電機固定子の何れかの巻線を
変更することで位相角補償を行うことも可能である。別言すれば、最適な位相角は、回転
子または固定子を物理的にシフトせず、巻線をオフセットすることで達成される。例えば
、発電機部分のスロットに１から３６までの番号が付いている場合、スロット１の発電機
グループから開始し、励磁機グループはスロット２または３から開始されて、望ましい位
相角を得る。
物理的角変位は極の数によって決定される。すなわち、角変位は次の通りである。

４極３相システムの場合、この角度は次の通りである。

従って、２０°の１つの角変位が必要である。これはスロット数によって必要な角度が満
たされる場合のみ２つの固定コアの巻線を変位することによって達成される。例えば、２
つのスロット変位を伴う３６スロットのコアは２０°に帰結し、４極３相システムについ
て許容可能である。しかし４８スロット・コアはどのような組み合わせでも２０°に帰結
しないので、コアの変位によっては位相角整合は得られない。
記載した実施形態は、自己同期でありながら従来の機械の制限を大きく越えて回転速度を
変化させることのできる重要な解決法を提供する。能動制御は安全の目的のために必要な
ものだけに単純化される。機械速度の上限は受動装置の単純な能動制御によって向上する
。これは、発明者の融通性、すなわち単純な受動装置の追加によって拡大できる本質的に
許容可能な速度範囲を示す。すなわち、最低速度を見越し、装置の寄生損を越えるどんな
局所電源も有効に使用し公共送電線網に給電することができる。局所代替電源のこの様な
応用は、環境に対する有害な影響を最小にしつつ、現在のエネルギー不足を解決する大き
な可能性を有している。
上記から、本発明が、位相が正しく可変軸速度で一定の周波数と電圧の出力を有する３相
線路同期発電機の直接の必要を満たしていることが明らかである。この３相線路同期発電
機は、本発明の精神または本質的な属性から離れることなく、風車、風力タービン、水車
、水力タービン、内燃機関、太陽光エンジン、蒸気タービンといった他の特定の形態で実
施され、多様な燃料源と共に使用される。従って、説明された実施形態はあらゆる態様で
例示的であって制限的でないと考えられ、本発明の範囲を示すためには、上記の説明でな
く添付の請求項が参照される。
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